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農業振興地域内の農用地と一体的に取り組む必要がある農用地に
係る認定書

　多面的機能支払交付金実施要綱（平成26年４月１日付け25農振第2254号農林水産省事務次官依命通知）別紙１の第３の２及び別紙２の第３の２に基づき、岩手県で策定した「多面的機能支払の実施に関する基本方針」（平成26年６月17日付け農建第131号岩手県知事）２の（３）の③、３の(3)の②及び③、４の(3)の②及び③により、下記の農用地については、貴活動組織において、農業振興地域内の農用地と一体的に取り組む必要があると認定したので通知する。
記

１　交付金の算定の対象とする農用地

(1) 農用地の面積

	交付金の種類
	交付対象面積（a）
	うち農業振興地域外交付対象面積(a)

	
	田
	畑
	草地
	田
	畑
	草地

	農地維持
	
	
	
	
	
	

	資源向上（共同）
	
	
	
	
	
	

	資源向上（長寿命化）
	
	
	
	
	
	


　(2) 農用地の場所　別添位置図のとおり

２　農業振興地域内の農用地と一体的に取り組む必要があると認める理由

【※記載例】

例１　多面的機能の維持・増進のためには、農業振興地域内の農用地と一体的に保全すべき農用地であり、将来的に農業振興地域に取り込む予定としている。

　　　なお、これらの農用地について、協定期間内は転用の可能性がないことを確認済みであるとともに、市（町・村）としても転用しないよう指導していくもの。

例２　農業振興地域内の農用地と同一水系に存する農用地であり、多面的機能の維持・増進のためには、農地維持活動により管理される水路・農道等施設と一体的に保全すべき農用地であることを確認している。


